
 

令 和 ８ 年 度 

 

 

重点事業要望書 
 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 ８ 月 

 

八 戸 市 

 



 



令和８年度重点要望事項 

 

【最重点要望】                           ★：新規 ☆：一部新規 

番
号 

青 森 県 

主 管 部 課 
要 望 事 項 

八 戸 市 

主 管 部 課 
頁 

① 

県土整備部 

 都市計画課 

 道路課 

☆国道340号三日町・十三日町区間の再整備 

について 

商工労働まちづくり部 

 まちづくり推進課 
１ 

② 

観光交流推進部  

観光政策課 

県土整備部 

 道路課 

三陸復興国立公園 種差海岸の整備について 

観光文化スポーツ部 

観光課 

建設部 

道路建設課 

２ 

③ 
教育庁 

スポーツ健康課 

★（仮称）県立屋内アイスホッケーリンクの 

建設について 

観光文化スポーツ部 

 スポーツ振興課 
３ 

④ 
県土整備部 

都市計画課 

八戸市体育館の建て替えに係る財源確保 

について 

観光文化スポーツ部 

 スポーツ振興課 
４ 

⑤ 
教育庁 

スポーツ健康課 

スポーツに関する全国大会及び 

国際大会の誘致について 

観光文化スポーツ部 

 スポーツ振興課 

 長根屋内スケート場 

５ 

⑥ 
農林水産部 

 農村整備課 

国営八戸平原総合農地開発事業で整備された

土地改良施設の維持管理費等の財政負担につ

いて 

農林水産部 

 農林畜産課 
６ 

⑦ 

環境エネルギー部 

自然保護課 

農林水産部 

農林水産政策課 

★鳥獣被害対策の推進について 
農林水産部 

 農業経営振興センター 
７ 

⑧ 
農林水産部 

 水産局 水産振興課 

つくり育てる漁業の推進に向けた支援 

について 

農林水産部 

 水産事務所 
８ 

⑨ 
農林水産部 

水産局 水産振興課 
☆持続可能な漁船漁業への支援について 

農林水産部 

 水産事務所 
９ 

⑩ 

総合政策部 

 統合新病院開設準備室 

健康医療福祉部 

医療薬務課 

病院局 運営部 

 経営企画室 

☆医療連携による地域医療への支援について 
こども健康部 

 保健所 保健総務課 
10 

⑪ 
県土整備部 

都市計画課 

都市計画道路３･５･１号沼館三日町線の整備 

促進について 

建設部 

道路建設課 
11 



⑫ 

県土整備部 

道路課 

都市計画課 

都市計画道路３･３･８号白銀市川環状線の 

整備促進について 

商工労働まちづくり部 

 産業労政課 

危機管理部 

 危機管理課 

建設部 

道路建設課 

12 

⑬ 
県土整備部 

港湾空港課 

八戸港の整備促進と国際拠点港湾の指定 

について 

建設部 

港湾河川課 
13 

⑭ 
県土整備部 

河川砂防課 
一級河川の改修事業促進について 

建設部 

港湾河川課 
15 

 

 

  



令和８年度重点要望事項 

 

【重点要望】                                   ★：新規 ☆：一部新規 

番
号 

青 森 県 

主 管 部 課 
要 望 事 項 

八 戸 市 

主 管 部 課 
頁 

⑮ 
危機管理局 

 防災危機管理課 

☆日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に対する 

津波防災対策への支援について 

危機管理部 

 危機管理課 

災害対策課 

17 

⑯ 

交通・地域社会部 

 地域交通・連携課 

 鉄道対策課 

県境を跨ぐ生活交通路線に対する支援 

について 

総合政策部 

 政策推進課 
19 

⑰ 
経済産業部 

 企業立地・創出課 
企業誘致の促進について 

商工労働まちづくり部 

 産業労政課 
20 

⑱ 
交通・地域社会部 

 地域生活文化課 
文化芸術振興に係る取組への支援について 

観光文化スポーツ部 

文化創造推進課 
21 

⑲ 

環境エネルギー部 

エネルギー・ 

脱炭素政策課 

経済産業部 

地域企業支援課 

☆2050年カーボンニュートラル実現に向けた 

取組に係る連携強化と市町村への支援について 

総合政策部 

次世代エネルギー導入

推進室 

市民環境部  

環境政策課 

22 

⑳ 
県土整備部 

道路課 
☆主要道路の整備促進について 

建設部 

道路建設課 
23 

㉑ 
県土整備部 

道路課 
高規格道路の整備促進について 

建設部 

道路建設課 
24 

㉒ 

県土整備部 

 都市計画課 

 建築住宅課 

☆売市第三地区土地区画整理事業の代替事業となる 

三八城公園下地区総合整備事業への支援について 

都市整備部 

 都市政策課 
25 

㉓ 
県土整備部 

都市計画課 
八戸駅西土地区画整理事業の促進について 

都市整備部 

駅西区画整理事業所 
26 

㉔ 

こども家庭部 

 こどもみらい課 

教育庁 

 スポーツ健康課 

学校給食費の無償化に対する支援について 
教育委員会 

 学校教育課 
27 

㉕ 
教育庁 

 文化財保護課 

国指定文化財の保存活用に資する県費補助制度の

拡充等について 

教育委員会 

 社会教育課 
28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

最重点要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

最重点・重点 

要 望 事 項 ① 
国道 340 号三日町・十三日町区間の再整備について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 県土整備部 都市計画課、道路課 

 

具体的な 

要望内容 

・街路再整備方針の策定に対する技術的支援の継続 

・街路再整備方針に基づく歩車道一体的な街路空間の再整備 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

市では、中心街のメインストリートである国道 340 号三日町・十三日町間の街路について、居

心地が良く歩いて楽しい「ひと」中心のストリートへ転換を図るべく、令和４年度から一般市民

や沿道関係者との勉強会を重ねるとともに、令和５年度は、車線の減少による車両交通への影響、

並びに歩道拡幅と滞在空間設置による賑わい・回遊性向上の効果を検証するための実証試験「み

ちニワ」を実施いたしました。 

さらに、令和６年７月には、勉強会での意見や実証試験の結果を踏まえ、みちづくりの目指す

方向性を示した「八戸市中心街ストリートデザインビジョン」を策定いたしました。 

ビジョンは、市民や沿道関係者が求める「日常の賑い」や「居心地の良い空間の創出」を目指

すものであり、その実現には、気軽に休憩や滞在ができ、商行為をはじめとする多様な活動が展

開される空間へと街路を再編する必要があります。そして、メインストリートの再整備は、沿道

機能の変化に適応しながら、次世代に繋ぐまちづくりを進めていく観点からも、今後の中心市街

地活性化の鍵を握るものであります。 

このことから、令和７年度以降は、学識経験者、商店街関係者、交通事業者、催事関係者、警

察、関係行政機関で組織する「八戸市中心街ストリートデザイン検討会議」と、これに付随する

ワーキンググループを設置し、多様な関係者から意見を聴取しながら、多角的な視点でビジョン

の実現に向けた検討と検証を進め、三八県土整備事務所の技術支援を受けながら、具体的な再整

備と空間利活用の内容を示す「街路再整備方針」の策定を進めていくところであります。 

さらに、日常における新たな活動の定着を目的として「マチニワナイトマーケット」等の取組

を継続し、空間使いの実践を積み重ねていくことで、まちづくりプレイヤーの発掘・育成にも取

り組んで参ります。 

青森県においては、引き続き市との協調、連携を図りながら、「街路再整備方針」の策定に対す

る技術的支援を継続していただくとともに、同方針に基づく街路再整備の事業化を着実に進めて

いただくようお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

令和４年４月～６年５月 一般市民及び沿道関係者を対象にストリートデザイン勉強会を開催 

令和５年８月～９月   実証試験「みちニワ」実施 

令和６年７月      「八戸市中心街ストリートデザインビジョン」策定 

令和６年 10 月～11 月  マチニワナイトマーケット開催 

 

 

 

 

 

所管  商工労働まちづくり部 まちづくり推進課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ② 
三陸復興国立公園 種差海岸の整備について 新規・継続・継続(一部新規) 

 

要 望 先 

国 
環境省 自然環境局 国立公園課  

   東北地方環境事務所 国立公園課、自然環境整備課 

県 
観光交流推進部 観光政策課 

県土整備部 道路課 

 

具体的な 

要望内容 

・種差海岸遊歩道に関連する環境整備への支援 

・種差海岸の鮫角灯台下から葦毛崎展望台までの主要地方道八戸階上線の歩道の確保 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

平成 25 年５月に種差海岸が三陸復興国立公園に指定され、同年 11月には東北太平洋岸自然

歩道「みちのく潮風トレイル」の蕪島から岩手県久慈市までの区間が部分開通し、令和元年６

月に福島県相馬市までの全線約 1,000km が開通いたしました。 

市では国や県の支援をいただきながら、東日本大震災により被災した種差海岸蕪島地区の再

建や、老朽化した葦毛崎展望台や遊歩道、トイレ等の改修を進め、三陸復興国立公園及びみち

のく潮風トレイル利用者の受入環境の整備に努めて参りました。 

また、令和７年４月 23 日より十和田八幡平国立公園と三陸復興国立公園を結ぶ「八戸十和

田トレイル」が試験開通され、みちのく潮風トレイルと連携した新たなロングトレイルとして、

令和９年度を目標とする正式開通に向けて機運が醸成され、これまで以上のハイカー需要が見

込まれる中、みちのく潮風トレイルの起終点として、国内外から注目を集める種差海岸は、今

後インバウンドを含めた更なる観光客の増加が見込まれており、利用者の利便向上と安全確保

を図る上で、遊歩道等の環境整備やトレイルルートである鮫角灯台下から葦毛崎展望台までの

主要地方道八戸階上線の歩行者のためのスペースが必要であります。 

つきましては、市が実施する種差海岸の遊歩道等の環境整備に対し、引き続き支援をいただ

くとともに、主要地方道八戸階上線の葦毛崎展望台付近における歩行安全対策の早期実現につ

いて、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 
平成 25 年 5 月 種差海岸を三陸復興国立公園に指定【環境省】 

11 月 東北太平洋岸自然歩道「みちのく潮風トレイル」（八戸～久慈間）開通 

平成 26 年 7 月 種差海岸インフォメーションセンター開館【環境省】 

平成 27 年 3 月 蕪島休憩所開館【市】 

平成 28 年 3 月 蕪島地区整備工事のうち、蕪島前広場・歩道及び築山・ウッドデッキ整備工事完了【市】 

平成 30 年 6 月 蕪島地区整備工事のうち、蕪島プロムナード公園整備工事完了【市】 

令和元 年 6 月 「みちのく潮風トレイル」全線開通【環境省】 

令和２ 年 5 月 蕪島地区整備工事のうち、蕪島物産販売施設が完成・オープンし、すべての工事完了【市】 

令和３ 年 2 月 田村崎遊歩道改修工事完了、葦毛崎展望休憩所改修実施設計完了【市】 

令和３ 年 12 月 三陸沿岸道路全線開通 

令和３～４年度  葦毛崎展望休憩所改修工事完了【市】 

令和５ 年 5 月 三陸復興国立公園種差海岸指定 10 周年 

令和６ 年 6 月 みちのく潮風トレイル全線開通５周年 

令和７ 年 4 月 八戸十和田トレイル試験開通【環境省】 

 
所管 観光文化スポーツ部 観光課 

建設部 道路建設課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ③ 
（仮称）県立屋内アイスホッケーリンクの建設について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 
国  

県 教育庁 スポーツ健康課 

 

具体的な 

要望内容 
・全国規模の大会が開催可能な県立屋内アイスホッケーリンクの整備・運営 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

当市は、昭和５年の第 1 回全日本スピードスケート選手権大会や昭和 7 年の全日本アイス

ホッケー選手権大会、昭和 22年の第 1回国民体育大会冬季大会スケート競技会をはじめ、こ

れまで数多くの全国規模の大会を開催し、なかでも国民体育大会冬季大会は全国最多の開催

実績を誇るなど、「氷都はちのへ」として、国内はもとよりスケートにおける本県の地位向上

と競技の発展に寄与してきました。 

また、特段の御配慮をいただき竣工に至った屋内スピードスケートリンクは、国内外多数の

選手の練習先として、さらには、インカレやインターハイなど全国規模の大会やこれまで３度

の国際大会を開催するなど着実に実績を積み重ねてきております。 

一方で、アイスホッケー・フィギュアスケート競技においては、多くのチームが活動してお

り、中でもアイスホッケーは県内の競技人口が約 1,600 人と全国に１万７千人いる競技者の

１割を占め、小学生から大人まで幅広い世代に親しまれている競技でありますが、アイスホッ

ケーリンクについては、平成初期には民営を含め７面あったものが現在は３面にまで減少し

ております。 

これまで、近隣の南部町や三沢市のリンクとも連携しながら、競技力の向上や大会等の誘致

に努めてまいりましたが、令和７年６月、南部町の「ふくちアイスアリーナ」の廃止が決定し、

今後ますますリンクの不足による大会誘致や練習環境等の悪化が懸念されます。 

現在においても学業・仕事を終えた夕方以降の時間帯にリンクの利用が集中し、競技者は早

朝・深夜の時間帯での活動を余儀なくされ、特に児童生徒にとっては健全育成上好ましくない

環境にありますが、当市の競技環境は一層厳しい状況に置かれることになります。 

また、こうした事情を背景に、より良い練習環境を求めて県外へ進学するなど、今後活躍が

期待される若年層の県外流出が起こっており、県内の競技人口の確保と競技力向上、若者の県

内定着を図る上で、地元チームの活動場所と全国規模の大会開催会場の確保が喫緊の課題と

なっております。 

そのため、施設や運営面から国民スポーツ大会やインカレ、インターハイなど全国規模の大

会を開催できる国内の数少ない地域であることを御理解いただき、若者の県外流出を防ぎ、当

県氷上競技の競技人口拡大と競技力向上を図るため、当市に、全国規模の大会（アイスホッケ

ー、フィギュアスケート、ショートトラック）が開催できる県立屋内アイスホッケーリンクの

整備・運営について、特段の御配慮を賜りますようお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る 

経
過
・
参
考
事
項 

▼八戸市内のｱｲｽﾎｯｹｰﾘﾝｸ 

・長根公園屋外ｱｲｽﾎｯｹｰﾘﾝｸ C （S51～） 

・新井田ｲﾝﾄﾞｱﾘﾝｸ （S59～）   

・（民）FLAT HACHINOHE （R2～） 

▼八戸市近郊のｱｲｽﾎｯｹｰﾘﾝｸ 

・ふくちｱｲｽｱﾘｰﾅ（H5～）R6 年度～営業休止 

・三沢ｱｲｽｱﾘｰﾅ （H8～） 

▼閉館となったｱｲｽﾎｯｹｰﾘﾝｸ 

・（民）GODO ｱｲｽﾊﾟﾚｽ （～H7） 

・長根公園屋外ｱｲｽﾎｯｹｰﾘﾝｸ AB（～H15） 

・（民）東ｱｲｽｱﾘｰﾅ （～H19） 

・（民）田名部記念ｱﾘｰﾅ（～R2） 

所管  観光文化スポーツ部 スポーツ振興課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ④ 
八戸市体育館の建て替えに係る財源確保について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 
国 

国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 

      東北地方整備局 建政部 都市・住宅整備課 

県 県土整備部 都市計画課 

 

具体的な 

要望内容 
・八戸市体育館の建て替えに係る財源確保に向けた国への働きかけ 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

平成 27 年 12 月に、八戸市体育館の耐震診断を実施した結果、震度６強以上の地震に対して、

倒壊または崩壊の可能性がある旨報告を受け、平成 31年３月に、八戸市体育施設整備に関する基

本方針を策定いたしました。 

この中で、八戸市体育館の建て替えについて、最重点で取り組むこととし、 

 ・八戸圏域連携中枢都市圏内の中核を担う体育施設となるよう検討すること 

 ・武道館、弓道場及びプールとの複合施設化について検討すること 

 ・既存施設を使用しながら工事を行えるよう長根公園内の別な場所への配置を検討すること 

の３点に配慮し、早期に八戸市体育館の建て替えに関する基本構想の策定に着手することとして

いたことから、令和４年１月に、基本構想を策定するための八戸市体育施設整備検討委員会を設

立し、令和４年 11月に基本構想を策定いたしました。 

令和６年２月には、八戸市体育館の建て替えに関する基本計画を策定し、その中で、事業手法

案として、ＰＦＩ-ＢＴＯ方式とすることを想定しており、令和７年３月には、ＰＦＩ法に基づく

新体育館の設計、建設及び維持管理・運営業務に関する実施方針案を公表いたしました。 

令和７年度はＰＦＩ事業者の選定に向けた募集要項等の作成及び公表を予定しており、令和８

年度からの設計着手、そして、建て替えという流れを目指して進めております。 

つきましては、八戸市体育館の建て替えに係る社会資本整備総合交付金等の補助率の高い有利

な財源の確保に向けた国への働きかけについて、特段の御配慮をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

平成 27 年度 八戸市体育館の耐震診断を実施 

平成 30 年度 八戸市体育施設整備に関する基本方針策定 

令和 ４年度 八戸市体育館の建て替えに関する基本構想策定 

令和 ５年度 八戸市体育館の建て替えに関する基本計画策定 

（基本計画の主な内容） 

・建て替えに関する基本的なコンセプト 

・建て替えに向けて配慮すべき事項 

・フロアプランの考え方 

・構造及び設備計画 

・フロアプラン案 

・配置案 

・概算事業費の想定 

・財源の想定 

・事業手法案の選定（ＰＦＩ-ＢＴＯ方式の一括払い型とすることを想定） 

令和６年度 新体育館の設計、建設及び維持管理・運営業務に関する実施方針案及び要求水準書

案の作成及び公表 

所管  観光文化スポーツ部 スポーツ振興課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑤ 
スポーツに関する全国大会及び国際大会の誘致について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 
国  

県 教育庁 スポーツ健康課 

 

具体的な 

要望内容 
・スポーツに関する全国大会及び国際大会の誘致に向けた積極的な取り組み 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

当市では、「スポーツによるまちづくり」を進めており、全ての市民がスポーツに親しむ事がで

きる環境づくりを推進するとともに、スポーツ資源の活用による地域経済の活性化を図ることと

しております。 

令和元年９月には、スピードスケート競技における国際大会の開催が可能なＹＳアリーナ八戸、

令和２年４月には、官民連携により、アジアリーグアイスホッケー 東北フリーブレイズのホーム

リンクであるフラット八戸が開業したことに加えて、令和３年３月には、Ｊ３リーグ ヴァンラー

レ八戸ＦＣのホームスタジアムであるプライフーズスタジアムに、照明設備を整備し、夜間利用

が可能になる等市民のスポーツに親しむ環境づくりを進めております。 

 また、令和４年４月には、官民連携により、市内スポーツ施設を活用した国際大会及び全国大

会や、合宿の誘致等による地域経済の活性化を目的とする八戸スポーツコミッションを創設して

おります。 

 八戸スポーツコミッションでは、スポーツ合宿に関する補助金の交付等により、スポーツ合宿

の誘致を推進しておりますが、合宿は、大会の開催に向けて実施されることが多く、国際大会及

び全国大会の開催が、さらなる合宿の誘致にもつながることから、当市では、大会開催に要する

経費の一部に補助金を交付しております。 

 つきましては、スポーツに関する全国大会及び国際大会のさらなる誘致に向け、全国大会の開

催に対する補助金の拡充、及び国際大会の開催に対する補助制度の新設について、特段の御配慮

をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

令和元年９月  ＹＳアリーナ八戸 開業 

令和２年４月  フラット八戸 開業 

令和３年３月  プライフーズスタジアムに照明設備を整備 

令和４年４月  八戸スポーツコミッション 創設 

        スポーツ合宿に関する補助金の交付を開始 

（令和５～６年度に八戸市内で開催された主な全国大会及び国際大会） 

令和５年 12 月 24 日～29日 第 96 回日本学生氷上競技選手権大会 アイスホッケー競技 

令和６年１月 12 日～14日  第 47 回全日本ジュニアスピードスケート選手権大会 

令和６年１月 20 日～23日  第 73 回全国高等学校アイスホッケー競技選手権大会 

令和６年２月３日～４日   2023/24ＩＳＵジュニアワールドカップスピードスケート競技大会  

令和６年２月９日～11日  2024ＩＳＵ世界ジュニアスピードスケート選手権大会 

令和６年 11 月 15 日～17日 ＩＳＵ四大陸スピードスケート選手権大会 

令和６年 12 月 24 日～29日 第 97 回日本学生氷上競技選手権大会 アイスホッケー競技 

（令和７年度に八戸市内で開催予定の主な全国大会及び国際大会） 

令和８年１月 31 日～２月８日 第 80 回国民スポーツ大会スケート競技会・アイスホッケー競技会 

所管  観光文化スポーツ部 スポーツ振興課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑥ 

国営八戸平原総合農地開発事業で整備された土地改良 

施設の維持管理費等の財政負担について 
新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 
農林水産省 農村振興局 整備部 水資源課 

農林水産省 東北農政局 農村振興部 水利整備課 

県 農林水産部 農村整備課 

 

具体的な 

要望内容 

・共同管理施設における水利施設管理強化事業の補助対象経費拡充に向けた国への働きかけ 

・共同管理施設に対する新たな財政支援措置の創設 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

国営八戸平原総合農地開発事業は、山林・原野等の未墾地の農地造成と隣接する既耕地の区画整

理を一体的に行うとともに、かんがい施設（ダム、頭首工、揚水機、用水路）、排水路、農道等の整

備を総合的に行うことにより、農業の経営規模を拡大し農業生産性の向上と農業経営の安定化を図

るために、昭和 51年から平成 16 年までの 28年間にわたり事業が進められてまいりました。 

当該事業で整備されたかんがい施設等は、八戸平原土地改良区により利用及び維持管理されてお

りましたが、土地改良区が将来の運営のいきづまりを懸念し、令和 2年 4月に解散の意向を示した

ことから、国の呼びかけにより関係機関で構成する検討会が設置され、当該事業地区の将来につい

て検討が重ねられた結果、令和 7年 4月から土地改良区に代わり、青森県、八戸市、階上町及び軽

米町土地改良区が新たな施設管理者となり、4者による共同管理を行っております。 

令和 9年度以降の共同管理に関する構成団体それぞれの役割や費用負担は、引き続き協議中であ

りますが、国営事業で整備した程の大規模な施設を地元の県・市町及び土地改良区が維持管理し、

その費用を負担していくことは、現在、費用の一部に国の補助事業を活用しているとはいえ、当市

にとりまして多大な負担となります。 

つきましては、国営八戸平原総合農地開発事業で整備されたかんがい施設等の管理者を支援する

国の水利施設管理強化事業の補助対象経費の拡充に対する国への働きかけ及び新たな財政支援措

置の創設について特段の御配慮をお願いいたします。 
 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

○経緯 

昭和 51 年 10 月 東北農政局八戸平原開拓建設事業所開設 国営事業着手 

昭和 59 年 2 月 八戸平原土地改良区設立認可 

平成 8 年 6 月 第 1回事業計画変更の確定 

平成 14 年 12 月 第 2 回事業計画変更の確定 

平成 16 年 3 月 国営事業完了（県営末端かんがい施設末整備） 
 

○総事業費 約 504 億円 
 

○受益面積 1,864ha（八戸市 744ha、階上町 610ha、軽米町 510ha） 
 

○共同管理施設（八戸平原土地改良施設維持管理協議会が管理） 

①国有施設 

巻の下頭首工、巻の下揚水機場、世増揚水機場、幹線用水路、揚水管理機器 

②旧八戸平原土地改良区所有施設 

支線用水路、支線農道、支線排水路、法面、沈砂池 
 

  所管  農林水産部 農林畜産課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑦ 
鳥獣被害対策の推進について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 
環境省 自然環境局 野生生物課 

農林水産省 農村振興局 鳥獣対策・農村環境課 

県 
環境エネルギー部 自然保護課 

農林水産部 農林水産政策課 

 

具体的な 

要望内容 

・住宅地及び農地等における野生鳥獣の管理強化 

・野生鳥獣駆除従事者の確保・育成に係る鳥獣被害防止総合対策交付金の予算拡充に関す

る国への働きかけ 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

ツキノワグマ、イノシシ、ニホンジカなどの野生鳥獣による農作物被害は、農業者の意欲の減

退や耕作放棄地の増加の要因となり、今後更なる被害の発生・拡大が懸念されております。 

また、近年は野生鳥獣の出没域が住宅地及び農地等まで拡大していることから、農作物への被

害のみならず、交通事故や人身事故に被害が拡大する恐れがあり、地域住民の安全を脅かす要因

となっております。 

 そのため、当市では、市鳥獣被害防止計画に基づき、鳥獣被害対策実施隊が野生鳥獣による農

林水産業被害を防止するための捕獲活動を行っていますが、隊員の平均年齢が 65歳と高齢化が進

んでおり、また、国の鳥獣被害防止総合対策交付金による支援はあるものの、現地調査や捕獲活

動のための十分な対策を講じられない状況にあり、野生鳥獣駆除従事者の確保・育成が急務とな

っております。 

つきましては、住宅地及び農地等への野生鳥獣の侵入を防止するため、特に、人の生活圏に近

く、目撃情報が多い地域の管理強化について、特段の御配慮をお願いするとともに、野生鳥獣駆

除従事者の確保・育成のためには、技能向上のための支援及び活動実績に応じた継続的な手当の

支給が必要であることから、鳥獣被害防止総合対策交付金の拡充に関する国への働きかけについ

て、特段の御配慮をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

平成 27 年度 八戸市鳥獣被害対策協議会   設置 

〃    八戸市鳥獣被害防止計画    策定 

平成 29 年度 八戸市鳥獣被害対策実施隊   設置（隊員数：59名（令和７年度）） 

令和６年度  鳥獣被害防止総合対策交付金 運用開始（事業費：2,103 千円） 

＜有害鳥獣目撃頭数の推移＞                         【単位：頭】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ツキノワグマ 53 45 47 51 49 

イノシシ 6 6 16 124 19 

ニホンジカ 65 82 104 153 98 

＜駆除従事者の年齢別内訳＞                         【単位：人】 

20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代 平均 

1 4 9 4 11 22 8 64.8 才 
 

所管  農林水産部 農業経営振興センター 

7



 

最重点・重点 

要 望 事 項 ⑧ 
つくり育てる漁業の推進に向けた支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 農林水産部 水産局 水産振興課 

 

具体的な 

要望内容 
・陸上養殖に係る施設・設備費等の事業初期段階の経費に対する支援 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

 八戸漁港は、漁船漁業を中心に国内有数の水産基地として発展してきましたが、国際的な漁業

規制の強化や水産資源の悪化に加え、近年顕在化してきた海洋環境の変化等が重なり、主力魚種

であるイカやサバを中心に水揚げが大幅に減少しており、漁業者のみならず加工・流通の各事業

者も大きな影響を受けております。 

漁船漁業による水揚げの回復が見通せない中、市では、基幹産業である水産業の持続的発展を

目指し、水産関係者のほか教育・金融等の様々な分野の団体にも参画いただきながら、つくり育

てる漁業に関する講演会や先進地視察等を重ね、養殖への理解促進や意識啓発を図ってきたほか、

市独自の支援制度を創設し、養殖業への新規参入と既存事業者の経営安定化を図ってまいりまし

た。 

こうした取組の結果、地元沿岸漁協によるカキの養殖試験や産学金官の連携による陸上養殖事

業がスタートするなど、少しずつ明るい動きも出てきております。 

一方で、養殖業は施設・設備の導入に多額の費用が必要となり、また、現在の国の支援メニュ

ーは、既存養殖事業者の生産改善や協業化、新技術の研究開発を目的としたものが中心となって

いることから、新規参入を目指す事業者にとって資金調達が大きな課題となっております。 

特に、陸上養殖については、海面養殖と比較して施設・設備費等のイニシャルコストが高額で

あり、また、電気代等のランニングコストの負担も大きいことから、新規参入や取組拡大の大き

な障壁となっております。 

陸上養殖は、海水温上昇等の海洋環境の変化の影響を受けることなく、人為的に管理された飼

育環境のもとで生産性向上や品質管理を容易に行えるなどのメリットがあり、今後当市において

積極的に推進したいと考えております。 

つきましては、つくり育てる漁業の推進に向けた支援について、特段の御配慮をお願いいたし

ます。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

【国の取組】 

令和２年７月   養殖業成長産業化総合戦略の策定（令和３年７月改訂） 

【県の取組】 

令和６年３月   青森新時代「農林水産力」強化パッケージの策定 

【市の取組】 

令和５年３月   つくり育てる漁業専門部会の設置（八戸水産アカデミーの下部組織として） 

令和５年６月～  専門部会による養殖先進地視察、つくり育てる漁業に係る講演会等の実施 

令和６年５月   八戸市養殖業成長産業化支援事業補助金の創設（市単独補助） 

令和６年８月   産学金官連携による陸上養殖事業に着手 

令和６年11月   地元沿岸漁協によるカキ養殖試験開始 

所管  農林水産部 水産事務所 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑨ 
持続可能な漁船漁業への支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 農林水産省 水産庁 増殖推進部 研究指導課 

県 農林水産部 水産局 水産振興課 

 

具体的な 

要望内容 

・漁業者の代船取得の負担軽減に係る国への働きかけ 

・改革型漁船の導入により収益性向上に取り組む漁協等への財政支援 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

 八戸漁港は、昭和35年にその利用範囲が全国的な漁港のうち、水産業の振興のために特に重要

であるとして政令に定める特定第三種漁港の指定を受けて以来、漁港整備をはじめとして、魚市

場の整備や背後施設の建設など水産都市としての基盤整備が進められ、我が国の水産物の一大供

給基地として発展してまいりました。 

しかしながら、国際的な漁業規制の強化に加え、近年顕在化してきた海洋環境の変化など様々

な要因が重なり全国的に漁獲量が減少しており、また、八戸漁港においても同様の状況にあるこ

とから、令和６年の取扱いは数量約６万５千トン、金額約 128 億円と、数量は最盛期の 7.9％、金

額では 13.7％の水準まで減少しており、漁業者の経営状況は、漁獲量の減少に加えて、燃油や生

産資材の価格高騰の影響等を受け、厳しい状況にあります。 

このような中、八戸漁港所属の漁船は老朽化・高船齢化による生産性の低下や、メンテナンス

経費の増大、安全性の低下等が課題となっておりますが、漁業者による資金調達だけでは代船建

造が困難なことから、国では収益性の高い操業への転換を促進するため、省エネ型船や高鮮度保

持魚倉、高機能冷凍設備といった改革型漁船を建造し、実証に取り組む漁業者を支援する漁業構

造改革総合対策事業（もうかる漁業創設支援事業）のほか、中核的漁業者の収益向上に必要とな

る漁船をリース事業者が取得し、漁業者にリースする取組を支援する水産業競争力強化漁船導入

緊急支援事業（漁船リース事業）を創設しているものの、漁船の建造費用が年々高額になってき

ていることから、代船取得は進んでいないのが現状であります。 

本県の水産業は、全国でも有数の漁獲数量・金額を誇る、地域の経済、社会を支える基幹産業

であるとともに、食料の安定供給に重要な役割を果たしているものと理解しております。 

つきましては、漁業者がより厳しい経営環境のもとでも操業を継続することで、漁船漁業が将

来にわたり持続的に発展できるよう、国の代船取得制度に係る助成率や助成額の上限の引上げ等、

制度の拡充に向けた国への働きかけ、及び、改革型漁船の導入により収益性向上に取り組む漁協

等に対する財政支援について特段の御配慮をお願いいたします。  

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

○漁業構造改革総合対策事業における認定改革計画 194件（令和７年４月現在） 

 うち八戸市関係 ５件 平成22年８月認定 大中型まき網漁業 

平成29年２月認定 遠洋まぐろ延縄漁業 

平成30年３月認定 大型定置網漁業 

令和６年３月認定 沖合底曳網漁業 

令和７年４月認定 いか釣り漁業 

〇水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

 助成率 ：1/2以内 

 助成上限：１隻当たり３億円（令和６年度補正予算より４億円に引上げ） 

所管  農林水産部 水産事務所 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑩ 
医療連携による地域医療への支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 

総合政策部 統合新病院開設準備室 

健康医療福祉部 医療薬務課 

病院局 運営部 経営企画室 

 

具体的な 

要望内容 

・「青森県地域医療維持確保に向けた医師派遣等に関する三者協定」に基づく支援 

・地域医療の高度化に向けた医療機器・設備の整備に対する支援 

・災害拠点病院の機能強化に対する支援 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

令和７年３月、青森県と青森市による「共同経営・統合新病院に係る基本計画」（以下「基本計

画」）が策定され、統合新病院は県立中央病院が担ってきた「県全域を対象とした高度、専門、政

策医療の拠点病院」としての役割を継承すること、統合新病院が行う各種取組により、青森地域

保健医療圏をはじめ、県全体の医療水準の向上と均てん化に貢献することなどが基本方針として

掲げられました。 

この基本計画では、県全域の地域医療を支える仕組みの構築を目指すため、令和６年１月に弘

前大学、青森県立中央病院、青森県の三者で締結した「青森県地域医療維持確保に向けた医師派

遣等に関する三者協定」に基づき、医師をはじめとする医療従事者の派遣に関する連携を進める

とされております。社会情勢の変化を受け、八戸地域の医療に対するニーズも多様化しておりま

すので、県におかれましては、当地域の医療需要と必要な医師等の把握に努めていただき、この

三者協定に基づく医師派遣等により、積極的な人的支援を推進くださるようお願いいたします。 

また、統合新病院においては、最新の医療機器等の整備により、医療機能・医療サービスの更

なる充実を目指す方針でありますが、当地域においても同様に、地域医療の高度化に向けた医療

機器や設備の整備に対する財政支援を充実していだだくようお願いいたします。 

 さらには、県立中央病院が担う基幹災害拠点病院としての役割を果たし、災害発生時における

診療の継続性を確保するため、災害に強い施設整備を進めるとされております。一方、当地域に

おいては、八戸市立市民病院及び八戸赤十字病院が、県から地域災害拠点病院の指定を受けてお

りますが、両病院ともに浸水想定区域に位置しており、現在、国の災害拠点病院指定要件の一部

改正を踏まえ、浸水対策を講じることが喫緊の課題となっております。 

つきましては、基幹及び地域災害拠点病院が連携し、災害時の医療提供体制に万全を期すため、

災害拠点病院の機能強化に対する財政支援について特段の御配慮をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 
令和３年４月～11月  「県立中央病院と青森市民病院のあり方検討協議会」の設置・開催 

令和４年２月     統合病院の新築整備を基本方針とすることで合意した旨、公表 

令和５年９月     新知事により「従来の検討内容の全面的な見直し」表明 

           県知事と青森市長の会談・協議（今後の整備方針の確認） 

令和６年１月     弘前大学、青森県立中央病院、青森県の三者で「青森県地域医療維持確 

保に向けた医師派遣等に関する三者協定」締結 

令和６年３月     共同経営・統合新病院整備に係る基本的事項の見直し 

           令和６年度中に基本構想・計画を策定する旨、公表 

令和６年９月     整備場所について、県営スケート場一体案とすることで合意 

令和７年３月     「共同経営・統合新病院に係る基本計画」を策定、公表 

所管  こども健康部 保健所 保健総務課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑪ 

都市計画道路３・５・１号沼館三日町線の整備促進に 

ついて 
新規・継続・継続(一部新規) 

 

要 望 先 

国 
国土交通省 道路局 環境安全・防災課、都市局 街路交通施設課 

 東北地方整備局 建政部 都市・住宅整備課 

県 県土整備部 都市計画課 

 

具体的な 

要望内容 
・都市計画道路３･５･１号沼館三日町線の整備促進 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

都市計画道路３･５･１号沼館三日町線は、全体延長 1.85km のうち、起点からおがみ神社交差

点付近までの 1.35km が整備済みであり、現在は、おがみ神社交差点付近から終点である三日町

交差点までの 0.5kmの区間について、県により歩道整備や電線共同溝工事等を進めていただい

ているところでございます。 

この区間は、車両だけではなく駅を利用して中心市街地に訪れる歩行者にとっても重要な 

路線となっており、交通網の充実や中心市街地活性化のためにも早期の完成が望まれており 

ます。 

このように、都市基盤の拡充と、快適で賑わいのあるまちづくりの実現のためにも、都市 

計画道路３･５･１号沼館三日町線の整備促進について、引き続き特段の御配慮をお願いいた 

します。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

○路線整備状況 全延長 1.85km 

 整備済区間  延 長 1.35km 

 要望区間   延 長 0.50km 

＜市事業状況＞ 

平成 24年度    内丸地区街なみ環境整備事業 着手 

平成 27年度    本八戸駅通り再整備を核としたにぎわい創出検討業務 実施 

平成 28・29 年度  本八戸停車場線道路詳細設計及び電線共同溝予備設計業務 実施 

令和４・５年度   本八戸停車場線電線共同溝詳細設計 実施 

令和６年度     本八戸駅通線(旧本八戸停車場線)電線共同溝に支障となる水道管・NTT管の 

          移設工事 実施 

所管  建設部 道路建設課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑫ 

都市計画道路３・３・８号白銀市川環状線の整備促進に

ついて 
新規・継続・継続(一部新規) 

 

要 望 先 

国 

国土交通省 道路局 環境安全・防災課、都市局 街路交通施設課 

      東北地方整備局 道路部 地域道路課 

建政部 都市・住宅整備課 

県 県土整備部 道路課、都市計画課 

 

具体的な

要望内容 
・都市計画道路３･３･８号白銀市川環状線（主要地方道八戸環状線）の整備促進 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

 都市計画道路３･３･８号白銀市川環状線（主要地方道八戸環状線）は、市内築港街から市街

地を迂回し、北部の市川町に至る都市の骨格をなす外環状道路として位置付けられている重要

な路線であることから、早期の全線開通が望まれております。これまで、県御当局の御尽力に

より、全体延長約 21km のうち約 16.3km が供用済みであり、現在、尻内工区（街路事業）、天久

岱Ⅱ期工区（道路事業）、市川町Ⅱ期工区(道路事業)のあわせて約 4.7km において、整備事業を

進めていただいております。 

尻内工区については、特に、その整備により、新幹線八戸駅から高速道路ＩＣや重要港湾八

戸港までが一連の環状道路で結ばれることとなり、港湾や交通拠点へのアクセスが飛躍的に向

上し、地域経済に大きく寄与するものであります。 

また、天久岱Ⅱ期工区についても、隣接地の八戸北インター第２工業団地において、令和６

年６月から第１工区の分譲受付を開始し、第２工区の整備も推進しているところであり、本路

線が開通することにより、同団地への利便性が飛躍的に向上し、企業立地及び産業集積の伸展

がますます期待されるものであります。 

加えて、新幹線駅・高速道路ＩＣ・港湾・医療機関・工業団地など、当市の主要な拠点間を

結んでいる本路線は災害時の緊急輸送道路としての役割も担っており、市川町Ⅱ期工区を含め

て全線がつながることでその効果が最大限発揮されることから、都市計画道路３･３･８号白銀

市川環状線の整備促進について、特段の御配慮をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 ○都市計画道路３･３･８号白銀市川環状線（主要地方道八戸環状線） 

 

事業中箇所 事業着手年度 

市川町Ⅱ期工区 令和４年度 

天久岱Ⅱ期工区 平成 27 年度 

尻内工区 平成 26 年度 

 

 

所管 商工労働まちづくり部 産業労政課 

危機管理部 危機管理課 

                                                        建設部 道路建設課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑬ 
八戸港の整備促進と国際拠点港湾の指定について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 
国土交通省 港湾局 総務課、港湾経済課、計画課、産業港湾課、技術企画課、 

海洋・環境課、海岸・防災課 

県 県土整備部 港湾空港課 

 

具体的な 

要望内容 

・八太郎・河原木地区の航路泊地の公称水深確保及び港湾整備の促進 

・八戸港における脱炭素化の促進 

・港湾施設の老朽化対策の促進 

・総合的な地震・津波防災対策の促進 

・八戸港の国際拠点港湾の指定 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

重要港湾である八戸港は、北東北・北海道道東地域における新たなエネルギー供給拠点である

ＬＮＧターミナルや、高度な技術を要するケミカルタンカーの製造において、世界トップクラス

の評価と実績のある造船工場などが立地する北東北最大の工業港であります。 

現在、国際コンテナ定期航路、京浜港と繋がる国際フィーダー航路、フェリー航路及びＲＯＲ

Ｏ船定期航路が就航しており、北東北と国内外を結ぶ重要な物流拠点となっております。 

令和３年 12 月に三陸沿岸道路が全線開通、令和５年７月にはＲＯＲＯ船定期航路が増便したこ

とから、八戸港の物流拠点としての重要性がより一層増すものと期待されているところでありま

す。 

こうした中、八戸港が北東北の経済を支える物流やエネルギーの拠点としての役割をしっかり

と果たしていくためには、船舶の安全航行を目的とした航路泊地の公称水深確保、今後予想され

る船舶の増加にも対応できるポートアイランドや臨港道路河原木１号埠頭１号線の４車線化等の

整備促進に加えて、海面水位や波浪条件等の変化に対する対応として防波堤の嵩上げが必要とな

っております。 

また、脱炭素化を企業経営に取り込む動きが世界的に進展しており、船舶燃料等の脱炭素化へ

の対応や環境に配慮した港湾施設の導入等を進め、荷主や船社から選ばれる、競争力のある港湾

を形成するため、令和６年３月に作成された八戸港港湾脱炭素化推進計画に基づき、産学官の連

携の下、脱炭素化の取組を進め、持続的かつ魅力ある八戸港の実現を目指していくことが求めら

れております。 

加えて、喫緊の課題である港湾施設の老朽化対策として、維持管理計画に基づいた点検・補修・

改良が必要となっております。 

さらに、大規模地震・津波対策として、東日本大震災の教訓を踏まえ、被災時に産業活動・物

流機能を維持するため、八戸港ＢＣＰの継続的な実効性の確保等、ソフト対策の強化が必要とな

っております。 

また、八戸港は、重要港湾の中でも取扱貨物量・コンテナ取扱貨物量ともに上位にランキング

されており、地理的にも国際拠点港湾である苫小牧港と仙台塩釜港のほぼ中間に位置しているこ

とから、両港の補完的役割を担いながら今後もさらなる発展を遂げていくため、国際拠点港湾の

指定を強く望んでいるところであります。 

つきましては、上記要望事項について、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

次項あり 
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現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

昭和 25 年度 重要港湾の指定 

平成 ６年度 東南アジアコンテナ定期航路開設 

平成 10 年度 韓国コンテナ定期航路、北米コンテナ定期航路開設 

平成 13 年度 国際物流ターミナルの供用開始 

平成 15 年度 総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）の指定 

平成 21 年度 内貿振興に向けた八戸港と京浜三港（東京港、川崎港、横浜港）の連携に関する協

定 

平成 22 年度 東日本大震災により被災 

平成 23 年度 八戸港復旧・復興方針策定 

平成 24 年度 八戸港 BCP 策定 

平成 25 年度 八戸港災害復旧工事完了 

平成 27 年度 八戸 LNG ターミナル運転開始、韓国コンテナ定期航路開設 

平成 30 年度 八太郎２号埠頭コンテナヤード拡張・供用開始 

令和 ４年度 八戸シーガルブリッジ耐震補強工事完了 

令和 ５年度  八戸港港湾脱炭素化推進計画作成 

所管  建設部 港湾河川課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑭ 
一級河川の改修事業促進について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 
国土交通省 水管理・国土保全局 総務課、水政課、河川計画課、河川環境課、治水

課 

県 県土整備部 河川砂防課 

 

具体的な 

要望内容 
・馬淵川の河川改修事業促進 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

馬淵川は、市民の生活や歴史・文化を育んできた重要な河川であります。昭和 12 年から本格的

な国の治水事業が着手されまして、以来 80 有余年が経過し、この間河口の放水路整備や一連の築

堤整備の進展に伴い、市民の生命と財産が守られ、河口部では臨海工業地帯をはじめとする地域

経済が発展してまいりました。 

しかし、未だ整備途上であることから、平成 14 年７月、平成 16 年９月、平成 18 年 10 月、平

成 23 年９月及び平成 25 年９月の洪水などによって、流域の住宅や農作物に多大な被害が発生し

ました。 

また、近年では、令和２年７月豪雨、令和３年８月、令和４年８月、令和５年７月の大雨など

によって痛ましい災害が頻発しております。 

このように、異常気象が激甚化・頻発化している中、令和６年１月に馬淵川水系河川整備計画

が変更され、気候変動の影響による降雨量の増大を見込んだ河川整備目標の設定や、流域治水を

踏まえた治水対策を推進するなど、地域と一体となったハード・ソフト対策の推進が行われてお

ります。 

具体的な対策としては、平成 28 年５月に設置いたしました「馬淵川大規模水害に備えた減災対

策協議会」での水防災意識社会を再構築する取組に加え、令和２年９月には、国・青森県・岩手

県・八戸市などで構成する「馬淵川流域治水協議会」を設置いたしまして、令和３年３月に「馬

淵川水系流域治水プロジェクト」を策定し、河川区域や氾濫域だけでなく、集水域を含めた全体

で氾濫被害を防止・軽減するための取組をあらゆる関係者が協働して進めているところであり、

令和６年３月には、気候変動の影響により当面の目標としている治水安全度が目減りすることを

踏まえ、流域治水の取組を加速化・深化させるために必要な取組を反映した「馬淵川水系流域治

水プロジェクト 2.0」を策定しました。当市としても、台風や大雨時に流量を低減させるため、農

業用ため池の堆積土砂浚渫などに取り組んでまいります。 

このように様々な防災・減災に関する取組を進めているところですが、とりわけ河道掘削や堤

防整備は極めて有効な取組であることから、改修事業の早期完成が強く望まれております。 

つきましては、氾濫被害を防止・軽減するための治水対策として、上記要望事項について、特

段の御配慮をお願いいたします。 

  

次項あり  
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現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

○馬淵川 

 直轄区間 10.0 ㎞  整備延長 18.3 ㎞  完成堤防 17.4km  

・馬淵川の総合的な治水対策の策定（平成 19 年 3月） 

・馬淵川水系河川整備計画（国管理区間）策定（平成 22 年 1 月） 

・馬淵川河川防災ステーション完成（平成 26 年 3月） 

・馬淵川大規模水害に備えた減災対策協議会を設立（平成 28 年 5 月） 

・馬淵川・高瀬川総合水防演習を開催（平成 28年 5 月） 

・想定最大規模、計画規模の降雨による洪水浸水想定区域を公表（平成 29年 1 月） 

・馬淵川（一日市地区）河道掘削（平成 29年 10 月着手） 

・馬淵川流域治水協議会を設立（令和 2年 9月） 

・馬淵川水系流域治水プロジェクト策定（令和 3年 3月） 

・馬淵川水系河川整備計画（国管理区間）変更（令和 6年 1月） 

・馬淵川水系流域治水プロジェクト 2.0 策定・公表（令和 6年 3月） 

所管  建設部 港湾河川課 
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令和８年度 最重点事業要望 位置図

南 郷 管 内 図

⑥国営八戸平原総合農地開発事業で整備された

土地改良施設の維持管理費等の財政負担

※主な施設：巻の下頭首工・巻の下揚水機場

⑥国営八戸平原総合農地開発事業で整備された

土地改良施設の維持管理費等の財政負担

※主な施設：世増ダム・世増揚水機場



 



 

 

 

重点要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

最重点・重点 

要 望 事 項 ⑮ 

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に対する津波防災 

対策への支援について 
新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 
国 内閣府、総務省 

県 危機管理局 防災危機管理課 

 

具体的な 

要望内容 

・津波避難タワー等の避難施設整備における市町村負担の軽減に関する国への働きかけ及

び県による財政的支援 

・「新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）」の令和７年度以降の継続

及び要件の緩和や対象事業の拡充に関する国への働きかけ 

・緊急防災・減災事業債について、自治体が計画的に防災・減災対策を進められるよう、延

長・恒久化や対象事業の拡充に関する国への働きかけ 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

東日本大震災により甚大な被害を受けた当市は、県が平成24年に公表した最大クラスの津波に

よる浸水想定を踏まえ、津波ハザードマップの作成・配付、津波避難計画の改訂のほか、津波避

難施設や津波避難路の整備などの津波防災対策に取り組んでまいりました。 

国では、令和３年12月に日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定を公表するとともに、

令和４年５月には、避難施設の整備等に係る国の負担等の割合の特例措置が規定された「日本海

溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法

律」を公布したところであります。 

県では、令和３年５月に新たな津波浸水想定を、令和４年５月には「令和３年度青森県地震・

津波被害想定調査（太平洋側海溝型地震）」の結果を公表しましたが、当市においては、浸水面積

が約1.4倍に拡大するとともに第１波到達時間が平均で12分も早くなり、また、死者数・全壊棟数・

避難者数のいずれも従来の想定を上回るなど大変厳しいものでありました。 

当市では、これらの結果を受け、津波ハザードマップ及び津波避難計画を改訂するなど津波防

災対策を進めているところでありますが、避難困難地域を解消するための津波避難施設や津波避

難路の整備等には多額の費用が見込まれることから、これらの適正な数や配置を明らかにするた

め、令和７年３月に「津波避難施設の整備等に関する基本方針」を策定したところであります。 

この方針に基づき、令和７年度以降に施設の整備を進めることとしておりますが、その整備に

要する経費について、令和４年の法改正により国の負担等の割合が３分の２にかさ上げされたも

のの、残りの市負担分について依然として大きな負担になることが見込まれております。 

つきましては、これらの津波避難施設、避難路等のハード整備に対する国の継続的・安定的な

支援や充当率及び交付税措置率が高い地方債の適用など、財政負担の一層の軽減が図られるよう

国へ働きかけていただくとともに、市町村負担分に対する県の財政的な御支援についても、特段

の御配慮をお願いいたします。 

また、被災者の避難生活に必要な物資や避難所運営に必要な資機材の備蓄を進めておりますが、

県も市も備蓄の整備は十分に進んでいない現状を鑑み、財政負担の重い備蓄の整備に対する国の

支援が必要なことから、「新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）」の令和

７年度以降の継続及び要件の緩和や対象事業の拡充について国に働きかけるよう、特段の御配慮

をお願いいたします。 

さらには、国の支援措置である緊急防災・減災事業債について、令和７年度までの時限措置と

されていることから、大規模な自然災害への備えや復旧・復興作業には多くの時間や費用を要す

ることをふまえ、自治体の実情に応じた防災・減災対策を進められるよう、緊急防災・減災事業

債の延長・恒久化や対象事業を拡充することについて国に働きかけるよう、特段の御配慮をお願

いいたします。 

次項あり 
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現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 
令和２年４月（国）日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討結果の公表 

令和３年５月（県）新たな津波浸水想定の公表 

令和３年12月（国）日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定の公表 

令和４年３月（国）日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策について報告書の公表 

令和４年４月（市）八戸市津波ハザードマップの改訂 

令和４年５月（国）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法の一部を改正する法律の公布 

令和４年５月（県）青森県地震・津波被害想定調査（太平洋側海溝型地震）結果の公表 

令和４年９月（国）特別強化地域の指定 

令和４年11月（市）八戸市津波避難計画の改定 

令和７年１月（県）青森県災害備蓄指針の修正 

令和７年１月（国）新しい地方経済・生活環境創生交付金制度創設 

令和７年３月（市）八戸市津波避難施設の整備等に関する基本方針の策定 

所管  危機管理部 危機管理課 

災害対策課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑯ 
県境を跨ぐ生活交通路線に対する支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 交通・地域社会部 地域交通・連携課、鉄道対策課 

 

具体的な 

要望内容 
・広域的・幹線的生活交通路線（バス・鉄道）に対する県の支援 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

八戸市には、青森県と岩手県に跨る、民間の路線バスと鉄道の生活交通路線（通学や通勤、通

院、買い物など日常生活の足として、都市部と周辺部を結ぶ広域的・幹線的路線）があります。 

バス路線に関しては、八戸市・洋野町間を岩手県北自動車㈱南部支社が運行している大野線が

あり、鉄道に関しては、八戸・久慈間をJR東日本が運行しているJR八戸線があります。 

両路線とも全体的に利用が少なく、大野線に関しては国の地域間幹線系統の補助要件を満たせ

ず、沿線自治体の単独補助で維持しており、また、JR八戸線に関しては、特に鮫・久慈間につい

て１㎞当たりの１日の平均利用者数が2,000人未満の利用が少ない線区としてJR東日本より位置

づけられている状況であります。 

これら両路線の維持・確保を図るため、バス路線の大野線に関しては、沿線４市町（八戸市・

階上町・軽米町・洋野町）及びバス事業者で協議を行うとともに、JR八戸線については、令和６

年６月に沿線４市町（八戸市・階上町・洋野町・久慈市）でJR八戸線利用促進協議会を設立し、

青森・岩手両県及びJR東日本にも参画いただきながら、利用促進に向けた取組を実施していると

ころであります。 

県では、広域バス路線において、青森県地域公共交通計画に基づきアドバイザー派遣制度や各

種研修会を、また、鉄道については、令和６年度から協議会への参画のほか、鉄道在来線活性化

事業費補助を実施いただいており、市としても支援制度を活用し、利用促進を図ってまいりたい

と考えております。 

県におかれましては、引き続き、県境を跨ぐ広域的・幹線的な生活路線が沿線住民の貴重な移

動手段の確保や両県の交流人口の拡大に重要な意味を持つ路線であることに鑑み、岩手県とも協

力しながら移動手段が確保されるよう、協議への関与や、路線の維持・確保及び利用促進に向け

た各種支援をお願いします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

平 成 1 9年 ４ 月  県単独補助制度廃止（路線バス） 

平 成 2 3年 ４ 月  国庫補助制度見直しにより、県の協調補助の要件がなくなる（路線バス） 

平 成 2 3年 度 ～  国・県協調補助の継続（路線バス） 

令 和 ３ ・ ４ 年 度  大野線関係団体会議（計３回） 

令 和 ４ 年 ７ 月   JR 東日本が利用の少ない線区の経営情報を開示 

令 和 ４ ・ ５ 年 度  JR 八戸線沿線４市町意見交換会（計５回） 

令 和 ５ 年 ３ 月  県が青森県地域公共交通計画を策定 

令 和 ５ 年 ４ 月  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部改正（ローカル鉄道

の再構築に関する仕組みの創設・拡充、バス・タクシー等地域交通の再構

築に関する仕組みの拡充等） 

令 和 ６ 年 ６ 月  JR 八戸線利用促進協議会の発足 

令 和 ６ 年 度 ～  県が鉄道在来線活性化事業費補助を実施 

所管  総合政策部 政策推進課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑰ 
企業誘致の促進について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 経済産業部 企業立地・創出課 

 

具体的な 

要望内容 
・八戸北インター第２工業団地への企業誘致について 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

市では、雇用環境の充実と地域社会経済のさらなる活力創出に向け、八戸市企業立地促進条例

に基づく各種奨励金や八戸市ＩＴ関連企業立地促進事業補助金、八戸圏域イノベーティブ産業集

積促進事業補助金など、立地企業に対する支援策の充実を図りながら、企業誘致を推進しており

ます。 

県においても、青森県産業立地促進費補助金の充実・強化に向けて、これまで様々な改正を行

い、県内への立地誘導に取り組まれていますが、国際情勢を背景としたエネルギーや資材価格の

高騰のほか、八戸公共職業安定所管内における有効求人倍率は全国平均を上回る水準で推移し、

企業が人材確保しにくい状況が続くなど、企業誘致を取り巻く環境はより厳しさを増している状

況にあります。 

現在、当市では八戸北インター工業団地の分譲用地が残りわずかとなっていることを踏まえ、

八戸北インター第２工業団地の整備を進めてきており、昨年６月から同団地の一工区の分譲受付

を開始したところであります。 

つきましては、企業の立地機会を逃さず、県内への企業集積を高めるためには、県と市町村が

一体となって企業誘致を展開することが必要であると考えており、八戸北インター第２工業団地

への企業立地にあたりまして、県と市のより一層の連携した誘致活動について、特段の御配慮を

いただきますようお願いいたします。 

 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

 

八戸北インター第２工業団地の分譲スケジュール 

令和６年 ６月 申込受付（令和６年６月３日～９月２日まで） 

    １０月 優先交渉者決定 

優先交渉者未決定区画の第２次募集開始（随時受付） 

令和７年１２月 分譲価格決定 

優先交渉者と売買契約締結に向けた最終協議 

令和８年 ３月 土地売買契約（本契約）締結 

     ４月 所有権移転登記 

 

 

所管  商工労働まちづくり部 産業労政課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑱ 
文化芸術振興に係る取組への支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 交通・地域社会部 地域生活文化課 

 

具体的な 

要望内容 
・文化芸術振興に係る取組への支援・連携 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

豊かな創造力や感性を涵養し、地域のブランド力を高め、地域に対する愛着や誇りを育むなど、

多様な価値を有する文化芸術ですが、当市では、文化芸術基本法に定める地方版の文化芸術推進

基本計画として、令和４年３月に「はちのへ文化のまちづくりプラン」を策定し、文化芸術振興

に係る各種事業に取り組んでおり、そのための環境づくりとして、青森県との事業連携を当該プ

ランの取組方針の一つとしたところです。   

また県では、青森県基本計画“「青森新時代」への架け橋”において、「歴史・文化の価値や魅

力に対する理解と活用の促進」を施策とし、個別計画である「青森県文化芸術推進計画」におい

て、その推進体制として市町村と連携・協働することを掲げられました。 

県と当市との連携につきましては、青森県立美術館を中心に、青森公立大学国際芸術センター

青森、弘前れんが倉庫美術館、十和田市現代美術館、八戸市美術館の 5 館が連携し「青森アート

ミュージアム 5館連携協議会」が設立され、令和６年度に開催した「AOMORI GOKAN アートフェス

2024」では、本県のアートの魅力が国内外に発信され、認知度向上への大きな後押しになったこ

とから、今後も５館連携による情報発信の継続が必要であると考えております。 

また、前述の県・市の計画でも取組対象として共通に掲げられておりますが、県民による文化

芸術活動の振興や、伝統文化の継承・発展、文化財の保存と活用を図っていくためには、子ども

達の文化芸術の鑑賞や学びの機会の充実、教育における専門人材の育成が不可欠であると考えて 

おります。 

今後、総合的な文化芸術の振興が図られるよう、これらの分野における事業連携と協働、さら 

には御支援について、特段の御配慮をお願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 
○県の取組状況 

平成 14 年３月  八戸芸術パーク（仮称）整備構想策定 

平成 14 年 11 月  八戸芸術パーク運営基本計画（案）策定 

 PFI 導入可能性調査、市民病院跡地の平板測量を実施 

平成 15 年度～ 青森県財政改革プランにより事業中断  

 平成 30 年度青森県行財政改革大綱（平成 30～令和４年度） 

令和４年３月 青森県文化芸術推進計画策定 

〇市の取組状況 

平成 23 年２月 八戸ポータルミュージアム「はっち」開館 

平成 28 年 12 月 八戸ブックセンター開館 

平成 30 年７月 八戸まちなか広場「マチニワ」オープン 

令和３年 11 月 八戸市美術館開館 

令和４年３月   はちのへ文化のまちづくりプラン～八戸市文化芸術推進基本計画～策定 

所管  観光文化スポーツ部 文化創造推進課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ⑲ 

2050 年カーボンニュートラル実現に向けた取組に係る 

連携強化と市町村への支援について 
新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 
環境エネルギー部 エネルギー・脱炭素政策課 

経済産業部 地域企業支援課 

 

具体的な 

要望内容 

・民間への支援に係る県・市の連携強化及び財政支援の創設 

（脱炭素分野・次世代エネルギー分野） 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

当市では、2050 年カーボンニュートラル（以下、「CN」）を見据え、令和５年度策定の「第２次

八戸市地球温暖化対策実行計画区域施策編」において、2030 年度の温室効果ガス排出量を、2013

年度比で 50％削減するという目標を定め、住民への意識啓発のほか、市民、事業者に対する高効

率空調機導入や省エネ診断受診支援等に取り組んでおります。 

また、臨海部の工業地帯を中心に将来的な水素等（水素・アンモニア・合成メタン等）の導入

に向けて、本年４月には「次世代エネルギー導入推進室」を設置し、当地域の特性を踏まえた将

来的な「八戸モデル」構築を見据えたビジョンの今年度末での策定に向けて関係団体等との協議

を進めているところです。 

一方、県では、青森県地球温暖化対策推進計画を定め、「豊かな暮らしと希望にあふれる脱炭素

社会の実現」を本県の目指す姿とし、県内における温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 2013

年度比で、51.1％削減する目標を掲げ、市町村を始めとした各主体と連携した地球温暖化対策の

取組を推進することとしております。 

また昨年度は、あおもり脱炭素支援チームにおいて、市町村職員向けセミナーの実施や、計画

策定から具体的取組までの伴走型支援を実施するとしていることは、市町村の取組を促進する上

で大変意義のあることと捉えております。 

このような中、国においては、本年２月に GX2040 ビジョンを策定したほか、５月には GX 推進

法を改正し、2026 年度からの温室効果ガスの排出枠取引制度を法定化いたしました。今般の改正

では、３カ年平均 10 万トン以上の排出事業者が対象となり、国が掲げる「成長志向型カーボンプ

ライシング」の仕組み作りが進んでおりますが、2050 年 CN に向けては、地方においても、こうし

た動きに遅れを取ることなく、地域に密着した家庭部門のみならず、排出量の大部分を占める産

業部門への取組を更に強化し、的確に対応していく必要があるものと考えております。 

脱炭素等を取り巻く状況が刻々と変化する中、温室効果ガス排出量の削減や将来的な次世代エ

ネルギーの導入等による 2030 年度の目標達成及び 2050 年 CN に向けては、特に産業部門への財政

支援を含め、県と市町村との連携による効果的で効率的な取組の推進が肝要と考えております。 

こうしたことから、例えば、設備導入に要する投資規模が大きい産業部門と地域に密着した家

庭部門への支援に対する役割分担など、県と市がより一層連携していくとともに、県独自の財政

支援の創設、さらには市の取組に対する県の財政支援について要望いたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

令和 ２年（2020 年）10月  国「2050 年カーボンニュートラル」宣言 
令和 ３年（2021 年） ６月  八戸市「2050 年カーボンニュートラル」表明 

10 月  国「地球温暖化対策計画」閣議決定 
令和 ４年（2022 年） ２月  八戸市「気候非常事態」宣言 
令和 ５年 (2023 年） ３月 「青森県地球温暖化対策推進計画」改定 
令和 ５年 (2023 年  ５月  「GX 推進法」 成立 
令和 ５年 (2023 年） ９月 「第２次八戸市地球温暖化対策実行計画区域施策編」策定 
令和 ６年（2024 年） ３月  青森県「八戸港港湾脱炭素化推進計画」策定 
令和 ５年 (2023 年 ５月 「水素社会推進法」成立 

令和 ６年（2024 年） ６月  八戸市「再エネ・省エネ設備導入促進事業補助金」 
令和 ７年（2025 年） ２月 「GX2040 ビジョン」策定 
            ４月  八戸市「次世代エネルギー導入推進室」設置 
           ５月 「GX 推進法」 改正 

６月  八戸市「省エネ設備導入等促進事業補助金」 

所管  総合政策部 次世代エネルギー導入推進室 

市民環境部 環境政策課 

22



 

最重点・重点 

要 望 事 項 ⑳ 
主要道路の整備促進について 新規・継続・継続(一部新規) 

 

要 望 先 

国 
国土交通省 道路局 環境安全・防災課 

東北地方整備局 道路部 地域道路課 

県 県土整備部 道路課 

 

具体的な 

要望内容 

・くらしのみちゾーン形成事業による整備促進（主要地方道八戸大野線） 

・鮫駅～魚市場踏切間の主要地方道八戸階上線の早期整備着手 

・国道 454 号の整備促進（豊崎地区） 

・主要地方道名川階上線の早期整備着手（十文字地区） 

・主要地方道八戸環状線の青森労災病院入り口交差点の早期整備着手 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

当市は平成 15 年度にくらしのみちゾーン形成事業の登録を受け、中心市街地の電線地中化

や歩道のバリアフリー化に取り組んでおりますが、そのゾーン内を通る主要地方道八戸大野線

は、支障物の移設や電線共同溝工事等を進めていただいており、中心市街地活性化のためにも、

一層の整備促進が求められております。 

また、郊外においても、ＪＲ八戸線の鮫駅から三陸復興国立公園やみちのく潮風トレイルの

起終点である蕪島への誘導を図り、種差海岸一帯の観光振興を図るため、鮫駅～魚市場踏切間

の主要地方道八戸階上線の歩道の維持補修が欠かせないものとなっております。 

さらに、当市は従来から、通勤等のマイカーや大型車両など、周辺市町村からの流入交通量

が多いことに加え、近年では、連携中枢都市として構成町村との連携を強化するためにも、広

域的な範囲を結ぶ路線、特に国道 454 号豊崎地区の早期完成と主要地方道名川階上線（十文字

地区）の道路改良整備の必要性が高まっております。 

加えて、当市で進めている市道新井田白銀線の歩道の設置や右折車線の増設工事に合わせ、

主要地方道八戸環状線の青森労災病院入り口交差点を一体的に整備することにより、さらなる

整備効果が発揮されるため、早期の整備着手が強く望まれております。 

つきましては、当市のみならず、圏域全体の発展に欠かせないものとして、上記路線の整備

促進について、特段の御配慮をお願いいたします。 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

○くらしのみちゾーン形成事業 

 平成 15年度 登録 

 平成 27年度 一般県道妙売市線（360ｍ） 完成 

 平成 30年度 主要地方道八戸大野線 電線共同溝整備設計（予備） 

令和 元年度 主要地方道八戸大野線 電線共同溝整備設計（詳細） 

令和 ４年度 主要地方道八戸大野線 電線共同溝整備工事 着手 

○国道 454 号 

 豊崎地区（約 3,000ｍ） 

 平成 27年度 豊間内バイパス（八戸市域約 670ｍ）完成 

平成 29 年度 正法寺Ⅱ期工区（640ｍ）完成 

所管 建設部 道路建設課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ㉑ 
高規格道路の整備促進について 新規・継続・継続(一部新規) 

 

要 望 先 

国 国土交通省 道路局 国道・技術課、高速道路課 

県 県土整備部 道路課 

 

具体的な 

要望内容 

・東北縦貫自動車道八戸線（七戸～青森間）の整備促進 

・三陸沿岸道路の機能強化及び八戸・久慈自動車道の４車線化に向けた国への働きかけ 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

高規格道路の整備は、県内外との地域間連携を促進し、産業・経済の活性化をはじめ医療や

福祉の環境に多大な効果をもたらし、さらに災害対策の面でも重要な役割を果たします。 

しかし、本県の高規格道路ネットワークでは、中核市である当市と県都青森市との間でさえ

ミッシングリンクが存在しております。現在、上北自動車道以西においては、みちのく有料道

路及び前後の県道の機能強化が進められており、事業箇所の早期完成が望まれております。 

また、三陸沿岸道路においては、物流業界を始めとする利用者から、休憩施設やＰＡ、八戸・

久慈自動車道の暫定２車線区間の４車線化の整備を望む声が大きくなっております。 

当市においては、東北新幹線八戸駅や重要港湾八戸港といった当市の持つ物流・交流拠点と

しての特性を十分発揮し、また、県内の空港・港湾といった主要施設とを有機的に連携し、県

土の一体的な発展を図るためにも高規格道路の充実が必要であることから、特段の御配慮をお

願いいたします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

○上北自動車道 

平成 17 年度 上北道路（六戸町～東北町 7.7 ㎞）事業着手 

平成 20 年度 上北天間林道路（東北町～七戸町 7.8 ㎞）事業着手 

平成 24 年度 天間林道路（七戸町 8.3 ㎞）事業着手、上北道路 供用開始 

平成 30 年度 上北天間林道路 供用開始 

令和 ４年度 天間林道路 供用開始 

〇東北縦貫自動車道八戸線  

 平成 14 年７月 八戸ジャンクション～八戸北ＩＣ間（13.2 ㎞）暫定２車線供用開始 

 平成 15 年９月 青森東ＩＣ～青森ジャンクション間（15.6 ㎞）暫定２車線供用開始 

 平成 31 年３月 八戸西スマートインターチェンジ 供用開始 

○三陸沿岸道路（八戸・久慈自動車道） 

 平成 24 年度 八戸南道路（8.7 ㎞） 暫定２車線全線供用開始 

 平成 25 年度 八戸南環状道路（8.6 ㎞） 暫定２車線全線供用開始 

 令 和 元 年 度 久慈北道路（7.4 ㎞） 完成２車線供用開始 

 令和２年 12 月 洋野階上道路 洋野種市ＩＣ～階上ＩＣ 完成２車線供用開始 

 令和３年 ３月 洋野階上道路 侍浜ＩＣ～洋野種市ＩＣ 完成２車線供用開始 

八戸・久慈自動車道 全線開通 

令和３年 12 月 三陸沿岸道路 全線開通 

所管 建設部 道路建設課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ㉒ 

売市第三地区土地区画整理事業の代替事業となる 

三八城公園下地区総合整備事業への支援について 
新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 
国 

国土交通省 都市局 市街地整備課、住宅局 市街地建築課 

      東北地方整備局 建政部 都市・住宅整備課 

県 県土整備部 都市計画課、建築住宅課 
 

具体的な 

要望内容 

・三八城公園下地区総合整備事業の促進に向けた支援 

・都市計画道路の早期事業着手に向けた支援 
 

要

望

の

背

景

・

理

由 

 売市地区土地区画整理事業は、昭和 47 年 10 月に全体面積 136ha で都市計画決定され、合意形

成が整った順に、売市第一地区・第二地区と整備してまいりましたが、残る 26.6ha は「売市第三

地区」として長期にわたり未着手のままとなっておりました。 

このため市では、売市第三地区について、通過交通の円滑化や地域住民の安全確保、良好な居

住環境の整備を図る観点から、土地区画整理事業にこだわらず、都市計画道路や狭あいな生活道

路を個別に整備する方針へ転換し、令和２年度に地権者等関係者へ説明を行い、令和３年度には

市議会へ報告をしたところであります。 

代替整備計画の検討に係る調査については、県と連携し国への働きかけを行い、令和４年度に

調査項目や対象範囲の選定を進め、令和５年度からは国庫補助を得て業務を進めてきました。 

令和７年度には、個別整備を進めるため、土地区画整理事業の都市計画の廃止、都市計画道路

の線形変更、地区計画の決定等、複数の都市計画手続きを実施し、区画整理の代替整備計画とな

る「三八城公園下地区総合整備計画」を策定する予定としております。 

令和８年度からは、同計画に基づき主に生活道路の整備から着手する予定であり、その促進に

加え、都市計画道路３・４・９城下中居林線および３・４・20 売市烏沢線については整備の見通

しが立っていないことから、早期事業化に向けた検討につきましても、特段の御配慮をお願いい

たします。 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

昭和 47 年 10 月  売市地区都市計画決定 

昭和 52 年 ３月  売市第一地区事業計画決定 

昭和 58 年 ３月  売市第二地区事業計画決定 

平 成  ２年 度  売市第三地区土地区画整理事業推進協議会設立 

平 成  ２年 度  売市第三地区土地区画整理事業調査設計実施（国補助） 

平 成  ３年 度  売市第三地区土地区画整理事業調査設計実施（国補助） 

平成 14 年 ６月  売市第一地区換地処分 

平 成 15 年 度  売市第三地区市街地整備方策検討調査実施（市単独） 

平成 26 年 10 月  売市第三地区概略事業計画策定（市単独） 

平成 29 年 12 月  三八城公園下都市計画・防災道路整備促進地区まちづくり協議会設立 

平成 30 年 ２月  売市第二地区換地処分 

平成 30 年度    売市第三地区市街地整備段階的整備方策等検討調査実施（市単独） 

～令和４年度 

令 和  ２年 度  個別整備を含めた代替整備方針について地権者等関係者に説明 

令 和  ３年 度  市議会建設協議会にて土地区画整理事業によらない代替整備計画を検討する 

方針について報告 

令和 ５年度    代替整備計画の検討に係る調査を実施（国補助） 

～令和７年度    

令 和  ６年 度  地区整備計画図（案）及び都市計画変更について地権者等関係者に説明  

令 和  ７年 度  都市計画変更手続きを実施 

所管  都市整備部 都市政策課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ㉓ 
八戸駅西土地区画整理事業の促進について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 

国土交通省 都市局 市街地整備課、街路交通施設課、公園緑地・景観課 
      水管理・国土保全局 下水道事業課 
      東北地方整備局 企画部 企画課 

建政部 都市・住宅整備課 

県 県土整備部 都市計画課 

 

具体的な 

要望内容 
・八戸駅西土地区画整理事業の促進に向けた支援 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

八戸駅西土地区画整理事業は、平成９年 12 月に認可を得て、東北新幹線八戸駅周辺地区におい

て、北奥羽地域の玄関口に相応しい都市基盤施設の整備と宅地の利用増進を図る事業であり、八

戸市の顔となるまちづくりを推進してきております。 

平成 31 年には、八戸駅西口駅前広場及び幅員 40ｍの都市計画道路３・１・１八戸駅西中央通

り線の供用を開始し、令和２年には広域集客施設「フラット八戸」の開業、令和６年には複合商

業施設「エルロン・ウエスト・ビレッジ」のオープンにより、地域の賑わいが創出されるなど、

本市の顔となるまちづくりに向けた取組が着実に進んでおり、残っている都市計画道路の整備と

あわせ、今後も八戸駅西土地区画整理事業の推進に取り組んでまいります。 

つきましては、同事業の促進について特段の御配慮をお願いいたします。 

 

 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

平成３年12月 八戸市上長西地区開発協議会設立 

平成４年６月 上記協議会名称を八戸駅西地区土地区画整理事業促進協議会へ変更 

平成５年２月 八戸地方拠点都市地域の拠点地区に指定（Ａ＝77ha） 

平成８年２月 土地区画整理事業基本構想作成（Ａ＝95ha） 

平成８年10月  土地区画整理事業基本計画建設省了承（Ａ＝96.3ha） 

平成９年９月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の決定（Ａ＝96.3ha） 

平成９年12月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画認可、決定 

平成11年11月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の変更（Ａ＝96.7ha） 

平成13年２月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

平成13年12月 都市計画道路（駅前広場）の変更決定（Ａ＝6,300㎡） 

平成14年12月 東北新幹線盛岡－八戸間開業 

平成18年10月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

平成20年３月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

平成22年４月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

平成29年３月 八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

令和３年３月  八戸都市計画事業八戸駅西土地区画整理事業の事業計画変更 

 

所管  都市整備部 駅西区画整理事業所 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ㉔ 
学校給食費の無償化に対する支援について 新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国 
こども家庭庁 
文部科学省 初等中等教育局健康教育・食育課 

県 
こども家庭部 こどもみらい課 

教育庁 スポーツ健康課 

 

具体的な 

要望内容 

・県の「学校給食費無償化等子育て支援市町村交付金」について、交付金上限額の算定に

おける給食費単価を、毎年、最新の県内平均単価に見直すこと 

・国主導の無償化制度と県交付金制度を両立すること（市町村負担を伴う場合） 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

当市の学校給食費は、令和７年５月１日現在で小学校 315 円 中学校 375 円です。 

当市は、令和６年 10月から県の「学校給食費無償化等子育て支援市町村交付金」を活用し、学

校給食費の無償化を行っております。 

この県の交付金は、交付金上限額の算定に令和５年度の県内平均単価を用いることを原則とし

ていますが、県は、令和７年度における物価高騰への対応として、臨時的に小学校 中学校ともに

交付金上限額の算定単価を 30 円引き上げ、小学校 280 円→310 円、中学校 310 円→340 円としま

した。 

しかし、この県の引上げ幅については近年の物価高騰に十分に対応できているものではなく、

昨年度から急騰した米飯だけをみても、令和５年度から７年度までの値上がり幅は+31.86 円とな

っており、令和７年度の県の引上げ幅＋30円を上回るものとなっております。 

また、こうした使用頻度の高い主食や牛乳の価格の高騰は、おかずにかける副食費を圧迫し、

栄養価の充足や食育を意識した献立作成が難しくなっております。 

このことから、当市は令和６年４月に給食費単価の引上げを行いましたが、令和７年 10 月か

ら、更なる同単価の引上げを行う方向で検討しているところであり、今後も、食材の高騰が続く

中においては、児童生徒の学校給食の質の維持をするため、物価と連動して給食費単価を引き上

げることが避けられないと考えております。 

県におかれましては、こうした物価高騰により今後も給食費単価の引上げが必要な現状を考慮

し、交付金制度につきましては、物価と連動させ、最新の県内平均単価を参考に見直してくださ

るよう特段の御配慮をお願いいたします。 

また、今後、国主導の給食費無償化が進められた際に、市町村負担を生じる場合は、県交付金

の活用継続について御配慮を賜りますようお願いいたします。 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

○令和７年 10月給食費引上げによる令和８年度の市費増額分（試算）  

・当市無償化所要額 

引上げ前 771,265 千円 

引上げ後  805,691 千円 

・市費増額分  34,426 千円 

○基本物資（牛乳、米飯）の価格推移                                       

 

 

 

 

 

※牛乳は小・中学校で共通。米飯は中学校。 

所管 教育委員会 学校教育課 
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最重点・重点 

要 望 事 項 ㉕ 

国指定文化財の保存活用に資する県費補助制度の拡充等

について 
新規・継続・継続（一部新規） 

 

要 望 先 

国  

県 教育庁 文化財保護課 

 

具体的な 

要望内容 
・国指定文化財の保存活用に資する県補助制度の拡充（補助率引上げ・上限額撤廃） 

 

要

望

の

背

景

・

理

由 

現在まで守り伝えられてきた文化財は、郷土の歴史や文化を語るもので、後世に継承していく

べき貴重な文化遺産であります。 

本県では、令和２年度に県全体の文化財の保存・活用に関する基本方針や、これを実現してい

くために講ずる措置、市町村への支援の方針等を取りまとめた「青森県文化財保存活用大綱」を

策定しており、この中で、文化財に関する財政措置の方針といたしましては、「文化財保護に係る

補助金の確保に努めるとともに、補助事業等に関する情報共有を図ります」と明記されていると

ころであります。 

しかしながら、県の補助金額には上限が設定されているため、文化財を健全な状態で保存・継

承していく上で、継続的かつ積極的な財政支援を要する大規模な事業ほど補助率は形骸化され、

所有者（事業主体）が行う文化財の保存活用事業においては、経費負担は大きな課題となってお

ります。 

特に、当市で令和６年度から始まった「重要文化財櫛引八幡宮本殿ほか４棟保存修理事業」に

おける事業費は多額であることから、所有者及び当市の財源確保には大変苦慮しているところで

あります。 

つきましては、国指定文化財の保存活用に資する県補助制度の拡充（補助率引上げ・上限額撤

廃）、とりわけ上限額の撤廃への格別の御配慮をお願いいたします。 

 

現
在
ま
で
の
主
な
る
経
過
・
参
考
事
項 

 

令和元年度以降の国指定文化財建造物に対する国・県の補助状況           単位：千円 

 
※八戸市試算                  

県では補助上限額(6,000 千円/年)を設定 

                           実質、総事業費の約 2％ 

 

事業名 
事業 
期間 

事業概要 
事業 
主体 

事業費の負担割合 

国 県 市 事業主体 

清水寺観音堂 

保存修理事業 

R2 年～

R3 年 茅屋根葺き替え等の 

保存修理 

宗教 

法人 

85％ 

(加算率 35％) 

30,039  

4％ 

1,413   

5.5％ 

1,944 

5.5％ 

1,945 
総事業費   35,341 千円 

櫛引八幡宮保存 

修理事業（予定） 

R6 年～

R12 年 
建造物の保存修理、 
彩色の復元 
（全５棟） 

宗教 

法人 

75％ 

(加算率 25％) 

1,155,486※ 

6％ 

(上限あり) 

33,371※ 

国・県費を除いた分 

 

351,793※ 総事業費 1,540,650 千円 

所管  教育委員会 社会教育課 
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⑳主要道路の整備促進

主要地方道名川階上線の早期整備着手（十文字地区）

令和８年度 重点事業要望 位置図

南 郷 管 内 図



 


